
「消費の二極化と顧客対応」をテーマに講演した上

田教授は、価格変化に対する消費者の反応と値上げす

る際の価値訴求手法の考察、牛乳とそれ以外の商品を

組み合わせる新たな需要喚起に向けたクロスマーチャ

ンダイジングの事例について解説した。

上田教授は、価格設定や価格変更を考える場合、ま

ず適正価格の幅を見つけることが重要であることを示

した上で、「2000年の初め頃までに二極化が起こり、

その後は中間的な価格帯志向が出てきた。しかし、今

後の価格設定は再度より厳しい二極化へ向かう可能性

がある」ことを示唆した。この背景には、①現在支出

が抑制される傾向があり、安価なベーシック製品への

ニーズにつながること、②輸入食品への安全・安心意

識も高まり、逆に国産プレミアム品が伸びていくこと

を挙げています。このような状況の中、「牛乳の価格

は今年上がり、理にかなうものなら再値上げやむなし

というムードが現実にある。しかし、そのためには付

加価値を上げて納得してもらうことが大切で、問題は

付加価値と価格設定のバランスをよく検証することが

必要である」と述べた上で、適正価格の見つけ方とし

て、誰をターゲットにするかを明確にし、購買履歴の

分析によって粗利構成比寄与している層を絞り込むな

どの手法を紹介した。

上田教授はまた、需要拡大に向けた牛乳以外の商品

とのクロスマーチャンダイジングについて、平成18年

度に行った牛乳と和総菜とのクロスマーチャンダイジ

ングの調査結果を示した。

この調査は上田教授が18年に、パンなどの洋食と組

み合わせることが多い牛乳について、新たな需要喚起

を目的に和食と牛乳を合わせる食べ方の可能性を調べ

たもの。それによると、牛乳と和食（ご飯、みそ汁、

焼き魚）を並べたイラストから連想を聞く消費者アン

ケートを実施した結果、牛乳に和食は合わないとする

意見がある一方で、「栄養バランス」や「規則正しさ」、

「健康に気遣う」などのポジティブな連想もみられた

ことから、牛乳が和食にも合うと考える消費者がいる

と仮定できることが分かった。

また、牛乳に合う和総菜についてのアンケートをと

ったところ、「ほうれん草金胡麻和え」、「大きなじゃ

が芋の肉じゃが煮」、「里いも真いか煮」の３つを選ぶ

消費者が多かったところから、この３品と牛乳につい

て、売り方の違いによる売れ行きへの影響をスーパ

ー・ヤオコーの店舗売り場で実験した。実験は、１月

28日～２月３日にかけ、ヤオコーの９店舗で実施した

が、販売店舗の売り場を変え、①ＰＯＰや提示物とと

もに和食惣菜と牛乳売り場を近づけ、さらにマネキン

による推奨販売を実施、②ＰＯＰや展示物とともに、

和食惣菜と牛乳を近くに陳列、③ＰＯＰや展示物を使

うが、和食惣菜と牛乳は遠くに配置、④牛乳のみを販

売、⑤通常の何もしない店舗―の５種類の店舗につい

て、来店客1000人当たりの牛乳売上げ点数を比較した。

その結果、実験前の値を100とした場合の伸び率は、

前述の①が最も高い23ポイント増、次いで②が14ポイ

ント増となった一方、売り場を離した③は１ポイント

減、牛乳のみ販売の④は９ポイント増、⑤は０と変化
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マーチャンダイジングセミナー2008

牛乳乳製品のマーケティングで3氏が講演
中央酪農会議が協賛した経済専門誌のダイヤモンド・フリードマン社主催の「Chain Store Age マーチャ

ンダイジングセミナー2008」が10月2日、東京・西神田のベルサール神保町で開かれ、牛乳乳製品のマ

ーケティングをテーマに、学習院大学経済学部の上田隆穂教授、オール日本スーパーマーケット協会の荒井

伸也会長、中酪の前田浩史事務局長の3氏が講演した。小売店バイヤーなど100人が出席した。
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価格の変更と価値訴求型の
販促手法は一体として
考えるべき

上 田 隆 穂



がなかった。このことから、上田教授は、「同じ場所

でのクロス販売、特に推奨販売の需要喚起の効果は大

きい」と結論づけた。

また、同時に実施したモニターアンケートの結果で

は、「キャンペーンに接して牛乳を朝のパン食以外に

も飲もうと思うようになった」と答えた消費者は、前

述の①が81％、②は63％、③は60％となり、推奨販売

は群を抜いて効果が大きいことが分かった。

上田教授はこれらの結果から、牛乳と組み合わせる

商品を選ぶ際、人間の深層心理に含まれるイメージま

で考慮にいれる必要があると指摘し、「消費者の購買

価値を上げるためにどういう文脈をセットできるかが

重要だ」と述べた。

一方、荒井会長（元サミット社長）は「小売業に求

められる変化・店力」と題して講演した。その中で、

小売店では店舗全体の売り上げで利益を計算している

ため、仕入価格が売価の根拠にはならないことなどを

指摘した上で、「牛乳はお客にとってあまりにも重要

でインパクトのある商品なので、小売側は価格を上げ

られない。小売業は店舗がお客から支持されなければ

成り立たない商売だ。小売業のメカニズムを理解して

初めて、牛乳の適正価格をどうするか、乳価をどう安

定させるかについてのヒントが見えてくるはずだ」と

述べ、乳価や牛乳価格の在り方に、小売業界としての

見解を述べた。講演の要旨は次の通り。

★ 小売業と安売り
日本も米国もそうだが、安売りと小売業というもの

が常に結びつけられているが、小売業は付加価値を生

まないものだ。製造業の製品を置いて売っているのだ

から、なるべく製造業から仕入れた価格と同じ価格で

売るのが立派な小売業だという暗黙の前提がある。社

会全体がそう認識しているので、小売業もそれを利用

し、新しく出る時は必ず安売りを掲げる。これは、何

を付加価値にしているのか分からないという消費者意

識に小売りが迎合して、それを上手に使って宣伝して

いるからだ。

★ 小売店における商品の価格
製造業の製品はそのまま商品になる。プロダクツと

マーチャンダイズが同じで分かりやすい。しかし、小

売業では製品と商品が分離しているということが複雑

なところだ。個々の商品の価格というのは何なのかと

いうことになるが、それは、店舗という製品を構成す

る部品のそれぞれに値段がついているということにな

る。切り取って持って行ってもらい、それに対価を支

払ってもらっているということだ。

ここで重要なことは、個々の単品ごとに値入率を掛

けて上がりをとっているわけではない。スーパーマー

ケットを創始したマイケル・カレンは、彼の店舗の

300品目は原価で、400品目は５％の利益、他の400品

目は10％、あとの300品目は15％をつけて売り、平均

すれば、お客さまに十分安い、意義のある値段で売る

ことができると言っている。小売業は、お客の本当の

必要性をみて、あるものは原価で、あるものについて

はたっぷり利益を頂く。個々の商品で値入率が異なる

のは当たり前で、仕入れコストとは全く別の要因で価

格が設定されるというのが一番のポイントだ。

★ スーパーにおける牛乳価格設定
牛乳の価格が小売りの段階で適正化できないのは、

こうしたスーパーの価格設定要因にある。酪農家や製

造業からみれば適正ではないかもしれないが、小売り

からみると適正な価格ということになる。牛乳は、非

常に重要な商品で、家庭に子供がいたら１㍑が週に２

度も３度も必要になり、家庭の冷蔵庫に常時備蓄され

ている商品だ。常備野菜と同じく、消費者は一番価格

の変化を知っている。在庫の頻度が高い商品ほど買う

頻度が高く、消費者の価格意識が高い。牛乳は非常に

重要で、牛乳や野菜の値段が高いと消費者はお店に来

てくれない。

最も重要な価格イメージを作り出している商品の中

に、困ったことに牛乳が入ってしまっている。従って、

どんなに頑張っても、小売業のレベルで、乳価を合理

的に上げていくということは非常に難しい。一切ほか

の小売業との競争がなくなれば別だが、そういうこと
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牛乳も価格は小売業の
メカニズムを踏まえて
検討することが必要

荒 井 伸 也
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は考えられない。

常備野菜は小売りではどんどん値段が安くなるが、

野菜農家はそれによって直撃は受けていない。小売り

は粗利ゼロということをやる。野菜の値段がセリで下

がった分は、全部小売りが負担している。野菜の価格

を低く維持することで来店するお客を確保している。

そのお客は、野菜以外のものも買う。全体で採算を取

り、野菜だけで利益を取ろうとは考えていない。店全

体の利益のコンビネーションで、肉・魚・野菜・グロ

ーサリー、総菜など、どの部門で利益を取るのかは小

売企業の個別の戦略だ。つまり、おしなべて皆粗利が

20％でなければならないとか、30％でなければならな

いということもない。

★ 店舗における牛乳の重要性
従って、残念ながら牛乳はあまりにも重要な、お客

にインパクトのある商品なので、価格を上げられない

というのが事実だ。理論だとか、私の考え方というの

ではなく、小売業というのはそういうものであり、小

売業というのはそれだけ独立性、自立性が高いもので

あって、個々の商品というのは全体の中の構成要素に

すぎない。

卸の段階で、一番いいのはオープンプライスだと思

う。それができれば、小売りはオープンプライスを前提

にして、生鮮野菜と同様、粗利ゼロ、５％、10％というよ

うに他の商品との兼ね合いで小売りが自由に価格を設

定し、もし大いに値段を下げて、お客を引ければ小売り

は自ら負担して、そのことによって、酪農家や乳業が利

益を保証されるという形が、恐らく一番いい姿ではな

いか。事実、牛乳以外の製品ではそのようになっている。

そのあたり（酪農乳業界は）、小売業というものをもう

少しつっこんでご理解いただくと、別の考え方が出て

くるのではないか。ある意味、酪農家の期待にストレー

トにこたえられないというのは、小売業というものの

持つメカニズムからだ。小売業は店舗がお客から支持

されなければ成り立たない商売で、（小売業にとって）

牛乳が非常に重要な要素なのだということをそのよう

な言葉で言い換えていると考えてもらいたい。

★ 小売りの競争
また、小売りは店舗ごとに競争をしている。製造業

は全世界とかあるいは日本全国で競争することもある

が、それに比べて小売りの土俵は非常に狭い。例えば、

スーパーマーケットの土俵は都心部では半径500㍍の

範囲で、２㌔離れたところに何が出てきても関係ない。

ところが、新聞記事では、常に小売業の強さを、日

本全国の売上高の順で示している。小売業への間違っ

た認識の適用といえる。小売業はすべて店ごとに戦っ

ている。その商圏の範囲で勝つ小売業が強い小売業で、

商圏の範囲で負ければ、日本全国での売り上げがどん

なに大きくても倒れていく。残念ながらその理解もほ

とんどない。その辺りをもう少し見ていただかないと、

小売業の世界は見えてこない。そしてこうした小売業

のメカニズムを理解して初めて、牛乳の適正価格をど

うするか、乳価をどう安定させるかについてのヒント

が見えてくるはずだ。

牛乳は、小売業にとっては極めて重要だ。その供給

が不安定になるのは困る。だから、酪農家にも頑張っ

て欲しい。そう思うからこそ、小売業のメカニズムを

十分に理解して欲しい。

前田事務局長は、「日本酪農の現状」と「クロスマ

ーチャンダイジングの活用とその効果～牛乳に見る事

例～」をテーマに講演、出席した小売店バイヤーや店

舗関係者ら100人に、日本酪農の危機的状況を説明す

ると同時に、市場への供給基盤が崩壊する前に新価格

体系の構築が必要なことなどを訴えた。また、中酪が展

開している「牛乳に相談だ。」キャンペーンを紹介、キャ

ンペーンロゴを活用した売り場作りなどを提案した。

前田局長はまず、国内の牛乳乳製品自給率の変化に

ついて説明。1970年に90％を超えていた自給率は昭和

の畜産危機以降低下し続け、03年には69％にまで下が

っているとし、「海外依存が強まる構造になってきた。

しかし、海外の自給率をみてもＥＵ、米国はかろうじ

て100％を維持する水準であり、輸出の余力は強くな

い。世界の乳製品市場は薄い構造になっている」と述

べ、国際的な乳製品需給は、構造的に不安定な状況に

牛乳の安定供給には
新価格体系必要

前 田 浩 史
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あることを指摘した。

国内の生産基盤については、「現在の酪農家戸数は

２万4000戸となっている。これまで経営の合理化を進

めた優秀な牧場が残っており、今や日本農業の虎の子

ともいわれるほど成熟してきたにもかかわらず、ここ

３年で18％もの牧場が離脱している」と述べた。

離農の背景については、赤字経営が続いていること

が主因とし、08年度は生乳１㌔当たりで北海道が６円、

都府県が８円60銭の赤字になる見通しにあることを示

し、「普通の産業だと成立しない状態だが、農業の場

合は家族の労賃を削って家計を調整している」と説明

した。また、赤字の最大の理由は飼料価格の上昇にあ

ると指摘、「今後、中長期的にみても価格は高止まり

し、構造的に厳しい状況は変わらない」と述べた。

さらに、今年７月に北海道と都府県の生乳生産量が

史上初めて逆転したことに触れ、加工向け原料乳の供

給基地である北海道の生乳で都府県の生乳不足を補っ

た場合、バターなどの乳製品の値上がりが予測される

とし、「都府県の生乳不足分を北海道産生乳で対応し

ているが、これが続くと乳製品のひっ迫を招く」など

と問題点を指摘した。

こうしたことから前田局長は、「国内で消費される

牛乳乳製品1200万㌧を安定供給するための基盤作りに

ついて考えていただきたい。また、コストに見合った

価格の仕組み作りについても、生産者、メーカー、小

売りが一緒に考えていけないだろうか。新しい価格体

系を早く構築し、適正価格で売れる販促方法も一緒に

考えてほしい」と訴えた。

最後に、中央酪農会議が展開している「牛乳に相談

だ。」キャンペーンについて、「高い認知率や好意度が

あるところから、牛乳以外の食品売り場でも同じロゴ

を使用した販促を行うことで、売り場の注目度アップ

や好意度を高めることに貢献できるのではないか」と

提案した。実際に効果のあった店頭販促の事例として、

生協のコープネットやサンネット、森永製菓「ココア」

との店頭販促タイアップを紹介、①コープネットでは

傘下の70店舗で、キャンペーン期間中の牛乳カテゴリ

ーの供給高が前年比３％増となったことや、共同購入

は12％増となった、②サンネットでもキャンペーン期

間中の牛乳カテゴリーの供給高が0・5％増となった、

③牛乳とココアの相乗効果をねらった森永製菓「ココ

ア」との店頭販促タイアップでは、07年10～12月の同

社ココアの売り上げが、7・5％増と効果を上げた―こ

となどを紹介した。

▲「Chain Store Age マーチャンダイジングセミナー2008」の様子


